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1. 一般事項 

1.1 概要 

本書は，Ⅴ-3-1-5「重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラス２支持構造物の強度計算

書の基本方針」に基づき，重大事故等クラス２弁が十分な強度を有することを確認するための

方法を説明するものである。 

 

1.2 適用規格及び基準との適合性 

(1) 強度計算は，昭和55年通商産業省告示第５０１号「発電用原子力設備に関する構造等の技

術基準」（以下「告示第５０１号」という。）又は発電用原子力設備規格（設計・建設規格

（2005年版（2007年追補版含む。））ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１-2005/2007）（日本機械学会 2007

年9月）（以下「設計・建設規格」という。）により行う。 

 告示第５０１号と設計・建設規格の比較に基づく，告示第５０１号各条項又は設計・建設

規格各規格番号と強度計算書との対応は，表1－1に示すとおりである。 

(2) 告示第５０１号又は設計・建設規格に計算式の規定がないものについては他の規格及び基

準を適用して行う。 

日本工業規格（以下「ＪＩＳ」という。）と強度計算書との対応は，表1－2に示すとおりで

ある。 

(3) 強度計算書で計算するもの以外のフランジは，以下に掲げる規格（材料に係る部分を除

く。）又は設計・建設規格 別表2に掲げるものを使用する。（設計・建設規格 VVC-3410） 

 

a. ＪＩＳ Ｂ ２２３８（1996） 「鋼製管フランジ通則」 

 

表1－1 告示第５０１号各条項又は設計・建設規格各規格番号と強度計算書との対応 

告示第５０１号 条項 

設計・建設規格 規格番号 
強度計算書の計算式 

備       考 
（章節番号） 

第85条 弁の形状等  弁箱又は弁ふた及び管台の強度計算 

第1項 2.1 弁箱又は弁ふたの最小厚さの計算 

VVC-3200 耐圧部の設計   

 VVC-3210  2.1 弁箱又は弁ふたの最小厚さの計算 

 VVC-3220  2.2 2.1項の規定に適合しない場合の計算 

 VVC-3230  2.3 管台の最小厚さの計算 

第85条 弁の形状等 

第4項＊ 

 

VVC-3300 弁の応力評価 

 

2.4 

フランジの強度計算 

弁箱と弁ふたのフランジの応力解析 

フランジボルトの応力解析 

フランジの強度計算 
 

 VVC-3310 (a)＊ 2.4 弁箱と弁ふたのフランジの応力解析 

 VVC-3310 (b)＊ 2.4 フランジボルトの応力解析 

注記＊：告示第５０１号第85条第4項及び設計・建設規格 VVC-3310による計算は，接続管の外径

が115mmを超える弁について適用する。 



 

 2 

K7
 ①

 Ⅴ
-3
-2
-1
1
 R
0 

 

表1－2 ＪＩＳと強度計算書との対応 

ＪＩＳ 強度計算書の計算式  

No. 項 （章節番号）  

ＪＩＳ Ｂ ８２４３（1981） 

「圧力容器の構造」 

附属書2 

 「フランジの応力計算方法」 

ＪＩＳ Ｂ ８２６５（2003） 

「圧力容器の構造－一般事項」 

 2.4 フランジの強度計算＊ 

附属書3（規定） 

 「圧力容器のボルト締めフランジ」」 

3 

4 

  

 附属書4（規定） 

「全面形非金属ガスケットを用い

る全面座フランジ」 

3 

4 

  

注記＊：告示第５０１号第85条第4項によりＪＩＳ Ｂ ８２４３（1981）「圧力容器の構造」

（以下「ＪＩＳ Ｂ ８２４３」という。）の附属書2「フランジの応力計算方法」及

び設計・建設規格 VVC-3310によりＪＩＳ Ｂ ８２６５（2003）「圧力容器の構造

－一般事項」（以下「ＪＩＳ Ｂ ８２６５」という。）の附属書3（規定）「圧力容

器のボルト締めフランジ」及び附属書4（規定）「全面形非金属ガスケットを用いる全

面座フランジ」を用いて計算を行う。 

 

1.3 強度計算書の構成とその見方 

(1) 強度計算書は，本書と各弁の強度計算書からなる。 

(2) 各弁の強度計算書では，記号の説明及び計算式を省略しているので，本書によるものとす

る。 

 

備   考 
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1.4 計算精度と数値の丸め方 

計算の精度は，6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は，表1－3に示すとおりとする。 
 

表1－3 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

 最高使用圧力 MPa ―  ―  小数点以下第2位 

圧 

 

力 

告示第５０１号別表

第13又は設計・建設

規格 別表1－1に規

定する許容圧力 

MPa 
―＊1 

(小数点以下第3位) 

―＊1 

(四捨五入) 
小数点以下第2位 

 上記以外の圧力 MPa 小数点以下第3位 切上げ 小数点以下第2位 

温度 ℃ ― ― 整数位 

応 許容応力＊2 MPa 小数点以下第1位 切捨て 整数位 

力 算出応力 MPa 小数点以下第1位 切上げ 整数位 

 計算上必要な厚 さ mm 小数点以下第2位 切上げ 小数点以下第1位 

長 実際の長さ mm ― ― 小数点以下第1位 

さ ボルト谷径 mm ― ― 小数点以下第3位 

 上記以外の長さ mm 小数点以下第2位 四捨五入 小数点以下第1位 

面 総断面積 mm2 有効数字5桁目 四捨五入 有効数字4桁＊3 

積 実際の断面積 mm2 有効数字5桁目 四捨五入 有効数字4桁＊3 

力 弁操作力による反力 N ― ― 整数位 

 上記以外の力 N 有効数字5桁目 四捨五入 有効数字4桁＊3 

モーメント N･mm 有効数字5桁目 四捨五入 有効数字4桁＊3 

角度 ° ― ― 小数点以下第1位 

注記＊1：設計・建設規格 別表に定められる温度区分の中間の温度における許容圧力を比例法に

より補間して求める場合は，（ ）内を適用する。また，告示第５０１号別表に記載され

た許容圧力は，各温度の値をSI単位に換算し，SI単位に換算した値の小数点以下第3位を

四捨五入して，小数点以下第2位までの値とする。その後，設計・建設規格と同様の換算

と桁処理を行う。 

＊2：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における許容引張応力は，比例法

により補間した値の小数点以下第1位を切り捨て，整数位までの値とする。また，告示第

５０１号別表に記載された許容引張応力は，各温度の値をSI単位に換算し，SI単位に換算

した値の小数点以下第1位を四捨五入して，整数位までの値とする。その後，設計・建設

規格と同様の換算と桁処理を行う。 

＊3：絶対値が1000以上のときは，べき数表示とする。 
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1.5 材料の表示方法 

材料は次に従い表示するものとする。 

(1) 設計・建設規格に定める材料記号を原則とする。 

ＪＩＳの改正により設計・建設規格に定める材料記号と相違が生じた場合，設計・建設規

格と同等以上の材料であることを確認し，最新のＪＩＳによる材料記号を表示する。 

 設計・建設規格に記載されていないが設計・建設規格に相当材が記載されている場合は，

次のように表示する。 

 相当材記号 相当（当該材記号） 

（例1） SM400A 相当（SMA400AP） 

（例2） SCS14A 相当（ASME SA351 Gr.CF8M） 

(2) 使用する厚さ又は径等によって許容引張応力の値が異なる場合，材料記号の後に該当する

厚さ又は径等の範囲を付記して表示する。 

（例） SNB7（径≦63mm） 

(3) ガスケット材料で非石綿の場合の表示は，フランジの強度計算「記号の説明」の「計算書

の表示」による。 

（例） NON-ASBESTOS 

        SUS-NON-ASBESTOS 

なお，この場合のガスケット係数（ｍ）及びガスケットの最小設計締付圧力（ｙ）は，    

ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書3 表2 備考3よりガスケットメーカ推奨値を適用する。 
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2. 重大事故等クラス２弁の強度計算方法 

発電用原子力設備のうち重大事故等クラス２弁の強度計算に用いる計算式と記号を以下に示す。 

2.1 弁箱又は弁ふたの最小厚さの計算 

告示第５０１号第85条第1項又は設計・建設規格 VVC-3210を適用する。 

 

(1) 記号の説明 

告示第５０１

号又は 

設計・建設 

規格の記号 

計算書の 

表 示 表   示   内   容 単  位 

ｄｍ ｄｍ 図3－1に示す弁入口流路内径 mm 

    

ｄｎ ｄｎ 図3－1に示すネック部の内径 mm 

    

  
ｍ

ｎ

ｄ

ｄ
≦1.5の場合，図3－2に示すネック部の厚さがｔ以上

必要な部分の範囲 

mm 

    

Ｐ Ｐ 最高使用圧力 MPa 

    

Ｐ１ Ｐ１ 最高使用温度における告示第５０１号別表第13又は設

計・建設規格 別表1－1に規定する許容圧力の欄のう

ち，最高使用圧力より低く，かつ，最も近い呼び圧力の項

の許容圧力 

MPa 

    

Ｐ２ Ｐ２ 最高使用温度における告示第５０１号別表第13又は設

計・建設規格 別表1－1に規定する許容圧力の欄のう

ち，最高使用圧力より高く，かつ，最も近い呼び圧力の項

の許容圧力 

MPa 

    

ｔ ｔ 弁箱（ネック部を除く。）又は弁ふたの計算上必要な厚さ mm 

    

ｔ１ ｔ１ 告示第５０１号別表第15又は設計・建設規格 別表3の呼

び圧力（告示第５０１号別表第13又は設計・建設規格 別

表1－1においてＰ１に対応する呼び圧力をいう。）の欄の

うち当該弁の弁入口流路内径に対応する値 

mm 

    

ｔ２ ｔ２ 告示第５０１号別表第15又は設計・建設規格 別表3の呼

び圧力（告示第５０１号別表第13又は設計・建設規格 別

表1－1においてＰ２に対応する呼び圧力をいう。）の欄の

うち当該弁の弁入口流路内径に対応する値 

mm 
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告示第５０１

号又は 

設計・建設 

規格の記号 

計算書の 

表 示 
表   示   内   容 単  位 

 ｔａｂ 弁箱の最小厚さ mm 

    

 ｔａｆ 弁ふたの最小厚さ mm 

    

 Ｔｍ 最高使用温度 ℃ 

    

ｔｍ ｔｍ１ の範囲内のネック部の計算上必要な厚さ mm 

    

ｔｍ ｔｍ２ の範囲外及び
ｍ

ｎ

ｄ

ｄ
＞1.5の場合ネック部の計算上必要な

厚さ 

mm 

    

 ｔｍａ１ ｔｍ１に対応するネック部の最小厚さ  mm 

    

 ｔｍａ２ ｔｍ２に対応するネック部の最小厚さ  mm 

 

(2) 算式 

a. 弁箱（ネック部を除く。）又は弁ふたの計算上必要な厚さ 

)－Ｐ(Ｐ

)－ｔ)・(ｔ(Ｐ－Ｐ
＋ｔ＝ｔ

１２

１２１
１  

注：最高使用圧力が最高使用温度における告示第５０１号別表第13又は設計・建設規

格 別表1－1に規定する許容圧力の欄に掲げる許容圧力以下の場合は，弁箱（ネ

ック部を除く。）又は弁ふたの計算上必要な厚さｔは，告示第５０１号別表第15

又は設計・建設規格 別表3の呼び圧力（1.03MPa）の欄のうち当該弁の弁入口流

路内径に対応する値とする。 

      

     なお，耐圧部分等のうち弁ふたについては，応力計算を行って必要な強度を有すること

が明らかである場合は，この限りではない。 
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b. ネック部の計算上必要な厚さ 

(a) 
ｍ

ｎ

ｄ

ｄ
≦1.5の場合 

イ. 弁箱流路方向の外径から，ネック方向に沿って次の式で計算したの範囲の必要厚さ 

ｔｍ１＝ｔ 

＝1.1・ ｔ・ｄｍ  

 

ロ. イ.以外のネック部の必要厚さ 

ｍ

ｎ
ｍ

3・ｄ

・ｔ2・ｄ
＝ｔ ２  

 

(b) 
ｍ

ｎ

ｄ

ｄ
＞1.5の場合 

ｍ

ｎ
ｍ

3・ｄ

ｔ・2・ｄ
＝ｔ ２  

 

(3) 評価 

以下の条件を満足すれば十分である。ただし，弁箱（ネック部を含む。）で2.2項に掲げる

規定（設計・建設規格 VVC-3220）を満足する場合については，この限りではない。 

a. 弁箱（ネック部を除く。）又は弁ふたの最小厚さ 

ｔａｂ≧ｔ 

ｔａｆ≧ｔ 

 

b. ネック部の最小厚さ 

(a) 
ｍ

ｎ

ｄ

ｄ
≦1.5の場合 

ｔｍａ１≧ｔｍ１ 

ｔｍａ２≧ｔｍ２ 

(b) 
ｍ

ｎ

ｄ

ｄ
＞1.5の場合 

ｔｍａ２≧ｔｍ２ 
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2.2 2.1項の規定に適合しない場合の計算 

設計・建設規格 VVC-3220 を適用する。 

 

(1) 記号の説明 
 

設計・建設 

規格の記号 

計算書の 

表 示 
表   示   内   容 単  位 

Ｄ Ｄ ｔ又はｔｍ１若しくはｔｍ２を満足しない部分を囲んだ円

の直径の許容範囲 

mm 

    

 Ｄ’ ｔ又はｔｍ１若しくはｔｍ２を満足しない部分を囲んだ円

の実際の直径 

mm 

    

ｄ１，ｄ２ ｄ１，ｄ２ ｔ又はｔｍ１若しくはｔｍ２を満足しない部分が2箇所以上

ある場合の，それぞれの部分を囲んだ円の直径 

mm 

    

ｄｍ ｄｍ 図3－1に示す弁入口流路内径 mm 

    

  ｔ又はｔｍ１若しくはｔｍ２を満足しない部分が2箇所以上

ある場合の，それぞれの部分を囲んだ円と円との中心間距

離の許容範囲 

mm 

    

  ’ ｔ又はｔｍ１若しくはｔｍ２を満足しない部分が2箇所以上

ある場合の，それぞれの部分を囲んだ円と円との中心間の

実際の距離 

mm 

    

ｔ ｔ 弁箱（ネック部を除く。）又は弁ふたの計算上必要な厚さ

（設計・建設規格 VVC-3210(1)による。） 

mm 

    

 ｔ’ ｔ又はｔｍ１若しくはｔｍ２を満足しない部分の最小厚さ mm 

    

ｔｍ ｔｍ１，ｔｍ２ ネック部の計算上必要な厚さ 

（設計・建設規格 VVC-3210(2)による。） 

mm 
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(2) 評価 

2.1 項の規定（設計・建設規格 VVC-3210）に適合しない部分がある弁箱であっても，当

該部分が以下の条件を満足すれば十分である。 

 

a. ｔ又はｔｍ１若しくはｔｍ２を満足しない部分を囲んだ円の直径 

Ｄ’≦Ｄ 

Ｄ＝0.35・ ｔ・ｄｍ  

 

b. ｔ又はｔｍ１若しくはｔｍ２を満足しない部分の厚さ 

ｔ’≧ ・ｔ 
4

3
 

 

c. ｔ又はｔｍ１若しくはｔｍ２を満足しない部分が 2箇所以上ある場合の，それぞれの部分

を囲んだ円と円との中心間の距離 

 ’≧ 

＝ )＋ｄ＋0.5・(ｄ・ｔｄ1.75・ ２１ｍ  
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2.3 管台の最小厚さの計算 

設計・建設規格 VVC-3230 を適用する。 

 

(1) 記号の説明 

設計・建設

規格の記号 

計算書の 

表 示 
表   示   内   容 単  位 

 Ｎｏ． 管台の番号 ― 

    

Ｄ０ Ｄｏ 管台の外径 mm 

    

Ｐ Ｐ 最高使用圧力 MPa 

    

Ｓ Ｓ 管台の最高使用温度における設計・建設規格 付録材料

図表 Part5 表5に規定する材料の許容引張応力 

MPa 

    

ｔ ｔ 管台の計算上必要な厚さ mm 

    

 ｔｂｒ 管台の最小厚さ  mm 

    

 Ｔｍ 最高使用温度 ℃ 

    

 ｔｎｏ 管台の公称厚さ mm 

    

η η 継手の効率（設計・建設規格 PVC-3130表のPVC-3130-1

より求めた値） 

― 

 

(2) 算式 

Ｐ・ ＋0.8・ηＳ・ 2

Ｄ・Ｐ
ｔ＝

ｏ
 

 

(3) 評価 

以下の条件を満足すれば十分である。 

ｔｂｒ≧ｔ 
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2.4 フランジの強度計算 

2.4.1 ボルト締めフランジ 

告示第５０１号第85条第4項又は設計・建設規格 VVC-3310を適用する。 

 

(1) 記号の説明 

ＪＩＳの 

記 号 

計算書の 

表 示 
表   示   内   容 単  位 

Ａ Ａ フランジの外径 mm 

    

Ａｂ Ａｂ 実際に使用するボルトの総有効断面積 mm2 

    

Ａｍ Ａｍ ボルトの総有効断面積 mm2 

    

Ａｍ１ Ａｍ１ 使用状態でのボルトの総有効断面積 mm2 

    

Ａｍ２ Ａｍ２ ガスケット締付時のボルトの総有効断面積 mm2 

    

Ｂ Ｂ フランジの内径 mm 

    

Ｂ１ Ｂ１ Ｂ＋ｇ０（ｆ≧1のときの一体形フランジの場合） 

Ｂ＋ｇ１（ｆ＜1のときの一体形フランジの場合） 

mm 

    

ｂ ｂ ガスケット座の有効幅 mm 

    

ｂ０ ｂｏ ガスケット座の基本幅 mm 

    

Ｃ Ｃ ボルト穴の中心円の直径 mm 

    

ｄ ｄ 係数（ ２
０ｇ・・ｈ 

Ｖ

Ｕ
＝ ｏ (一体形フランジの場合）) mm3 

    

ｄｂ ｄｂ ボルトのねじ部の谷の径と軸部の径の最小部の小さい方の径 mm 

    

ｅ ｅ 係数（
ｏｈ

Ｆ
＝ （一体形フランジの場合）） mm-1 

    

Ｆ Ｆ 一体形フランジの係数 

（ＪＩＳ Ｂ ８２４３ 附属書2 図3又はＪＩＳ Ｂ  

８２６５ 附属書3 図5又は表4による。） 

― 
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ＪＩＳの 

記 号 

計算書の 

表 示 
表   示   内   容 単  位 

 Ｆｅ フランジに作用する機械的鉛直荷重（弁操作力による反力） N 

    

f  ｆ ハブ応力修正係数 

（ＪＩＳ Ｂ ８２４３ 附属書2 図2又はＪＩＳ Ｂ  

８２６５ 附属書3 図4又は表4による。） 

― 

    

Ｇ Ｇ ガスケット反力円の直径 mm 

    

 Ｇｓ ガスケット接触面の外径 mm 

    

ｇ０ ｇ０ ハブ先端の厚さ mm 

    

ｇ１ ｇ１ フランジ背面のハブの厚さ mm 

    

Ｈ Ｈ 内圧力によってフランジに加わる全荷重 N 

    

ｈ ｈ ハブの長さ mm 

    

ＨＤ ＨＤ 内圧力によってフランジの内径面に加わる荷重 N 

    

ｈＤ ｈＤ ボルト穴の中心円からＨＤ作用点までの半径方向の距離 mm 

    

ＨＧ ＨＧ ガスケット荷重 N 

    

ｈＧ ｈＧ ボルト穴の中心円からＨＧ作用点までの半径方向の距離 mm 

    

ｈ０ ｈｏ ０ｇ・Ｂ  mm 

    

ＨＰ ＨＰ 気密を十分に保つために，ガスケットに加える圧縮力 N 

    

ＨＴ ＨＴ 内圧力によってフランジに加わる全荷重とフランジの内径面

に加わる荷重との差 

N 
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ＪＩＳの 

記 号 

計算書の 

表 示 
表   示   内   容 単  位 

ｈＴ ｈＴ ボルト穴の中心円からＨＴ作用点までの半径方向の距離 mm 

    

Ｋ Ｋ フランジの内外径の比 ― 

    

Ｌ Ｌ 係数 








ｄ

ｔ＋
Ｔ

1＋ｅ・ｔ
＝

３

 ― 

    

ｍ ｍ ガスケット係数 

（ＪＩＳ Ｂ ８２４３ 附属書2 表2又はＪＩＳ Ｂ  

８２６５ 附属書3 表2による。） 

― 

    

ＭＤ ＭＤ 内圧力によってフランジの内径面に加わる荷重によるモーメ

ント 

N･mm 

    

 Ｍｅ フランジ部に作用するモーメント 

（駆動部の偏心荷重によるモーメント） 

N･mm 

    

ＭＧ ＭＧ ガスケット荷重によるモーメント N･mm 

    

Ｍｇ Ｍｇ ガスケット締付時にフランジに作用するモーメント N･mm 

    

Ｍ０ Ｍｏ 使用状態でフランジに作用するモーメント N･mm 

    

ＭＴ ＭＴ 内圧力によってフランジに加わる全荷重とフランジの内径面

に加わる荷重との差によるモーメント 

N･mm 

    

Ｎ Ｎ ガスケットの接触面の幅 

（ＪＩＳ Ｂ ８２４３ 附属書2 表1又はＪＩＳ Ｂ  

８２６５ 附属書3 表3による。） 

mm 

    

ｎ ｎ ボルトの本数 ― 

    

 Ｐ 最高使用圧力 MPa 

    

 Ｐｅｑ 機械的荷重によりフランジ部に作用する曲げモーメントを圧

力に換算した等価圧力 

MPa 
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ＪＩＳの 

記 号 

計算書の 

表 示 
表   示   内   容 単  位 

Ｐ ＰＦＤ フランジの設計圧力 MPa 

    

Ｒ Ｒ ボルトの中心円からハブとフランジ背面との交点までの半径

方向の距離 

mm 

    

Ｔ Ｔ 








Ｂ

Ａ
Ｋ＝ の値によって定まる係数 

（ＪＩＳ Ｂ ８２４３ 附属書2 図5又はＪＩＳ Ｂ  

８２６５ 附属書3 図7による。） 

― 

    

ｔ ｔ フランジの厚さ mm 

    

Ｕ Ｕ 








Ｂ

Ａ
Ｋ＝ の値によって定まる係数 

（ＪＩＳ Ｂ ８２４３ 附属書2 図5又はＪＩＳ Ｂ  

８２６５ 附属書3 図7による。） 

― 

    

Ｖ Ｖ 一体形フランジの係数 

（ＪＩＳ Ｂ ８２４３ 附属書2 図6又はＪＩＳ Ｂ  

８２６５ 附属書3 図8又は表4による。） 

― 

    

Ｗｇ Ｗｇ ガスケット締付時のボルト荷重 N 

    

Ｗｍ１ Ｗｍ１ 使用状態での必要な最小ボルト荷重 N 

    

Ｗｍ２ Ｗｍ２ ガスケット締付時に必要な最小ボルト荷重 N 

    

Ｗ０ Ｗｏ 使用状態でのボルト荷重 N 

    

Ｙ Ｙ 








Ｂ

Ａ
Ｋ＝ の値によって定まる係数 

（ＪＩＳ Ｂ ８２４３ 附属書2 図5又はＪＩＳ Ｂ  

８２６５ 附属書3 図7による。） 

― 
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ＪＩＳの 

記 号 

計算書の 

表 示 
表   示   内   容 単  位 

ｙ ｙ ガスケットの最小設計締付圧力 

（ＪＩＳ Ｂ ８２４３ 附属書2 表2又はＪＩＳ Ｂ  

８２６５ 附属書3 表2による。） 

N/mm2 

    

Ｚ Ｚ 








Ｂ

Ａ
Ｋ＝ の値によって定まる係数 

（ＪＩＳ Ｂ ８２４３ 附属書2 図5又はＪＩＳ Ｂ  

８２６５ 附属書3 図7による。） 

― 

    

π π 円周率 ― 

    

σａ σａ 常温におけるボルト材料の告示第５０１号別表第8又は設計・

建設規格 付録材料図表 Part5 表7に定める許容引張応力 

MPa 

    

σｂ σｂ 最高使用温度におけるボルト材料の告示第５０１号別表第8又

は設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表7に定める許容

引張応力 

MPa 

    

fσ  σｆａ 常温におけるフランジ材料の告示第５０１号別表第6又は設

計・建設規格 付録材料図表 Part5 表5に定める許容引張

応力 

MPa 

    

fσ  σｆｂ 最高使用温度におけるフランジ材料の告示第５０１号別表第6

又は設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表5に定める許容

引張応力 

MPa 

    

σＨ σＨｇ ガスケット締付時のハブの軸方向応力 MPa＊ 

    

σＨ σＨｏ 使用状態でのハブの軸方向応力 MPa＊ 

    

σＲ σＲｇ ガスケット締付時のフランジの半径方向応力 MPa＊ 

    

σＲ σＲｏ 使用状態でのフランジの半径方向応力 MPa＊ 

    

σＴ σＴｇ ガスケット締付時のフランジの周方向応力 MPa＊ 

    

σＴ σＴｏ 使用状態でのフランジの周方向応力 MPa＊ 
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ＪＩＳの 

記 号 

計算書の 

表 示 
表   示   内   容 単  位 

 NON- 

ASBESTOS 

 

SUS-NON- 

ASBESTOS 

非石綿ジョイントシート 

 

 

渦巻形金属ガスケット（非石綿）（ステンレス鋼） 

 

― 

 

 

― 

 

注記＊：ＪＩＳ Ｂ ８２４３は「kg/mm2」を使用しているが，設計・建設規格に合わせ「MPa」

に読み替えるものとする。また，ＪＩＳ Ｂ ８２６５は「N/mm2」を使用しているが，

設計・建設規格に合わせ「MPa」に読み替えるものとする。 
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(2) 算式 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ＪＩＳ Ｂ ８２４３ 附属書2 図1（g）又はＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書3 図2 b） 7）） 

注1：ここに示すフランジ形式は基本形式とする。 

注2：Ｗは，Ｗｇ，Ｗｍ１，Ｗｍ２及びＷｏのボルト荷重を表す。 

図2－1 一体形フランジ 

 

a. ガスケット座の有効幅及びガスケット反力円の直径 

(a) ｂｏ≦6.35mmの場合 

Ｇ＝Ｇｓ－Ｎ 

ｂ＝ｂｏ 

(b) ｂｏ＞6.35mmの場合 

Ｇ＝Ｇｓ－2・ｂ 

ｂ＝2.52・ ｏｂ  

ここで， 

ｂｏ＝Ｎ／2 

 

b. フランジ設計圧力 

ＰＦＤ＝Ｐ＋Ｐｅｑ 

Ｐｅｑ＝
２３ ・Ｇ

4・Ｆ
＋

・Ｇ

16・Ｍ

ππ

ｅｅ
 

ｂ
 

ｔ ｈ 

Ｗ 

ｈ
Ｇ

 

ｈ
Ｄ

 

ｒ 

Ｒ
 

ｈ
Ｔ

 

ＨＧ 

ｇ
０

 

ｇ
１

 

Ｎ
 

2
 

ｇ
１

 

ｇ
１

 ＨＴ 

ＨＤ 2
 

φ
Ｇ
 

φ
Ｃ
 

φ
Ａ
 

φ
Ｂ
 

ガスケット 
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c. 計算上必要なボルト荷重 

(a) 使用状態で必要なボルト荷重 

Ｗｍ１＝Ｈ＋ＨＰ 

Ｈ＝ ＦＤ・Ｐ ・Ｇ 
4

π ２  

ＨＰ＝ ＦＤＰ2・π・ｂ・Ｇ・ｍ・  

(b) ガスケット締付時に必要なボルト荷重 

Ｗｍ２＝π・ｂ・Ｇ・ｙ 

 

d. ボルトの総有効断面積及び実際に使用するボルトの総有効断面積 

Ａｍ１＝
ｂ

ｍ

σ
１Ｗ
 （使用状態） 

Ａｍ２＝
ａ

ｍ

σ
２Ｗ
 （ガスケット締付時） 

Ａｍ＝Max（Ａｍ１，Ａｍ２） 

Ａｂ＝ ・ｎ・ｄ 
4

 
２

ｂ
π

 

 

e. フランジの計算に用いるボルト荷重 

Ｗｏ＝Ｗｍ１        （使用状態） 

Ｗｇ＝ ａ
ｂｍ

σ・ 
2

＋ＡＡ
 （ガスケット締付時） 

 

f. 使用状態でフランジに加わる荷重 

ＨＤ＝ ＦＤ・Ｐ Ｂ ・ 
4

２π
 

ＨＧ＝Ｗｏ－Ｈ 

ＨＴ＝Ｈ－ＨＤ 

 

g. 使用状態でのフランジ荷重に対するモーメントアーム 

 

フランジの形式 ｈＤ ｈＧ ｈＴ 

一体形フランジ＊ Ｒ＋0.5・ｇ１  
2

＋ｈＲ＋ｇ Ｇ１
 

 

ただし， １－ｇ
2

Ｃ－Ｂ
Ｒ＝  

注記＊：クラス２弁には，一体形フランジを採用する。 

 
2

Ｃ－Ｇ
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h. 使用状態でフランジに作用するモーメント 

ＭＤ＝ＨＤ・ｈＤ 

ＭＧ＝ＨＧ・ｈＧ 

ＭＴ＝ＨＴ・ｈＴ 

Ｍｏ＝ＭＤ＋ＭＧ＋ＭＴ 

 

i. ガスケット締付時にフランジに作用するモーメント 

2

Ｃ－Ｇ
 ・＝ＷＭ ｇｇ  

 

j. 一体形フランジの応力 

(a) 使用状態でのフランジの応力 

０ 
２

１ 4・ｇ

Ｂ・Ｐ
＋

・Ｂｇ・Ｌ

Ｍ・ｆ
＝

ｏ
ｏＨσ

＊１，＊２

 

・Ｂ ｔ Ｌ・

1)・Ｍ(1.33・ｔ・ｅ＋
＝

２

ｏ
ｏＲσ  

ｏ
ｏ

ｏ ＲＴ σσ ・－Ｚ
・Ｂ ｔ

Ｍ・Ｙ
＝

２
 

(b) ガスケット締付時のフランジの応力 

・Ｂｇ・Ｌ

Ｍ・ｆ
＝

 
２

１

ｇ
ｇＨσ

＊２

 

・Ｂ ｔ Ｌ・

ｅ＋1)・Ｍ・(1.33・ｔ
＝

２

ｇ
ｇＲσ  

ｇ
ｇ

ｇ ＲＴ σσ ・－Ｚ
・Ｂ ｔ

Ｍ・Ｙ
＝

２
 

ここで， 

ｄ

ｔ＋
Ｔ

ｅ＋1・ｔ
Ｌ＝

３

 

０ｇ・Ｂ＝ｈｏ  

２
０ｇ・・ｈ 

Ｖ

Ｕ
ｄ＝ ｏ  

ｏｈ

Ｆ
ｅ＝  

注記＊1：告示第５０１号第50条解説又は設計・建設規格 VVB-3390式(VVB-19)による。 

ＪＩＳ Ｂ ８２４３又はＪＩＳ Ｂ ８２６５の計算式に一次膜応力を加え

たものである。 

＊2：Ｂ＜20・ｇ１のときは，σＨｏ及びσＨｇの計算式のＢの代わりにＢ１を用いる。 
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(3) 評価 

一体形フランジは，以下の条件を満足すれば十分である。 

a. ボルトの総有効断面積 

Ａｂ＞Ａｍ 

 

b. ハブの軸方向応力 

使用状態にあっては  σＨｏ≦1.5・σｆｂ 

ガスケット締付時にあっては σＨｇ≦1.5・σｆａ 

 

c. フランジの半径方向応力 

使用状態にあっては  σＲｏ≦1.5・σｆｂ 

ガスケット締付時にあっては σＲｇ≦1.5・σｆａ 

 

d. フランジの周方向応力 

使用状態にあっては  σＴｏ≦1.5・σｆｂ 

ガスケット締付時にあっては σＴｇ≦1.5・σｆａ 
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2.4.2 全面座フランジ 

設計・建設規格 VVC-3310を適用する。 

 

(1) 記号の説明 
 

ＪＩＳの 

記 号 

計算書の 

表 示 
表   示   内   容 単  位 

Ａｂ Ａｂ 実際に使用するボルトの総有効断面積 mm2 

    

Ａｍ Ａｍ ボルトの所要総有効断面積 mm2 

    

Ａｍ１ Ａｍ１ 使用状態でのボルトの所要総有効断面積 mm2 

    

Ａｍ２ Ａｍ２ ガスケット締付時のボルトの所要総有効断面積 mm2 

    

Ｂ Ｂ フランジの内径 mm 

    

ｂ’０ ｂ’ｏ Ｇｏ－Ｃ，ガスケット締付時におけるガスケット座の基本幅 mm 

    

ｂ’ ｂ’ 4・ ｏｂ’ ，ガスケット締付時におけるガスケット座の有効幅 mm 

    

2ｂ’’ 2・ｂ’’ 使用状態におけるガスケット座の有効幅。2・ｂ’’＝5mm mm 

    

Ｃ Ｃ ボルト穴の中心円の直径 mm 

    

ｄｈ ｄｈ ボルト穴の直径 mm 

    

ｄｂ ｄｂ ボルトのねじ部の谷径と軸部の径の最小部の小さい方の径 mm 

    

Ｇ’ Ｇ’ Ｃ－(ｄｈ＋2・ｂ’’)，ガスケット圧縮力Ｈ’Ｐの位置の直径 mm 

    

Ｇ０ Ｇｏ ガスケット外径とフランジ外径の小さい方の値 mm 

    

ｇ１ ｇ１ フランジ背面のハブの厚さ mm 
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ＪＩＳの 

記 号 

計算書の 

表 示 
表   示   内   容 単  位 

ＨＤ ＨＤ 内圧力によってフランジの内径面に加わる荷重 N 

    

Ｈ’ Ｈ’ 内圧力によってフランジに加わる全荷重 N 

    

Ｈ’Ｐ Ｈ’Ｐ 気密を十分に保つためのガスケット圧縮力 N 

    

Ｈ’Ｔ Ｈ’Ｔ 内圧力によってフランジに加わる全荷重とフランジの内径面

に加わる荷重との差 

N 

    

ＨＲ ＨＲ 平衡反力 N 

    

ｈＤ ｈＤ ボルト穴の中心円からＨＤ作用点までの半径方向の距離 mm 

    

ｈ’Ｐ ｈ’Ｐ ボルト穴の中心円からＨ’Ｐ作用点までの半径方向の距離 mm 

    

ｈ’Ｔ ｈ’Ｔ ボルトの中心円からＨ’Ｔ作用点までの半径方向の距離 mm 

    

ｈＲ ｈＲ ボルトの中心円からＨＲ作用点までの半径方向の距離 mm 

    

ｍ ｍ ガスケット係数 

（ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書3 表2による。） 

― 

    

Ｍ０ Ｍｏ ＨＲ・ｈＲ，使用状態でフランジに作用する全モーメント N･mm 

    

ｎ ｎ ボルトの本数 ― 

    

Ｐ ＰＦＤ フランジの設計圧力 MPa 

    

ｔ ｔｆ フランジの厚さ mm 

    

ｔ ｔ フランジの計算厚さ mm 
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ＪＩＳの 

記 号 

計算書の 

表 示 
表   示   内   容 単  位 

Ｗｍ１ Ｗｍ１ 使用状態における必要な最小ボルト荷重 N 

    

Ｗｍ２ Ｗｍ２ ガスケット締付けに必要な最小ボルト荷重 N 

    

ｙ ｙ ガスケットの最小設計締付圧力 

（ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書3 表2による。） 

N/mm2 

    

π π 円周率  ― 

    

σａ σａ 常温におけるボルト材料の設計・建設規格 付録材料図表 

Part5 表7に定める許容引張応力 

MPa＊ 

    

σｂ σｂ 最高使用温度におけるボルト材料の設計・建設規格 付録材

料図表 Part5 表7に定める許容引張応力 

MPa＊ 

    

fσ  σｆｂ 最高使用温度におけるフランジ材料の設計・建設規格 付録

材料図表 Part5 表5に定める許容引張応力 

MPa＊ 

注記＊：ＪＩＳ Ｂ ８２６５は「N/mm2」を使用しているが，設計・建設規格に合わせ「MPa」に

読み替えるものとする。 
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(2) 算式 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

（ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書4 図1） 

注1：ここに示すフランジ形式は基本形式とする。 

注2：Ｗは，Ｗｍ１及びＷｍ２のボルト荷重を表す。 

図2－2 全面座フランジ 

 

a. 計算上必要なボルト荷重 

(a) 使用状態で必要なボルト荷重 
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(b) ガスケット締付時に必要なボルト荷重 

Ｗｍ２＝π・ｂ’・Ｃ・ｙ 

 

b. ボルトの所要総有効断面積及び実際に使用するボルトの総有効断面積 

Ａｍ１＝
ｂ

ｍ

σ
１Ｗ
 （使用状態） 

Ａｍ２＝
ａ

ｍ

σ
２Ｗ
 （ガスケット締付時） 

Ａｍ＝Max（Ａｍ１，Ａｍ２） 

Ａｂ＝
π
4

・ｄ ・ｎｂ
２  

 

c. フランジの計算厚さ 

t＝
)ｄ・Ｃ－ｎ・(π・

Ｍ6・

ｈｆｂ

ｏ

σ
 

 

(3) 評価 

全面座フランジは，以下の条件を満足すれば十分である。 

a. ボルトの総有効断面積 

Ａｂ＞ Ａｍ 

 

b. フランジの厚さ 

ｔｆ≧ t 
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3. 添付図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注：本図は告示第５０１号第82条解説の図82.3又は設計・建設規格 

VVB-3210の解説図VVB-3210-3と同じ。 

 

図3－1 ｄｍ及びｄｎを明示した図 

注：本図は告示第５０１号第85条第1項の図又は設計・建設規格 

VVC-3210の図VVC-3210-1と同じ。 

 

図3－2 ネック部のの範囲 

 

ｄｎ 

の範囲は，ネック部と流路部の 

交わる部分を基点としてネック部 

方向にとるものとする。 

 

ｄｎ 

ｄｍ 
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別紙 重大事故等クラス２弁の強度計算書のフォーマット 
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Ⅴ- - - -  ○○○○○○○○○○○○の強度計算書 

 

  



 

 

K7 ① Ⅴ-3-2-11 別紙 R0 

まえがき 

 

本計算書は，Ⅴ-3-1-5「重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラス２支持構造物の強度計算の基本方針」及びⅤ-3-2-11「重大事故等クラス

２弁の強度計算方法」に基づいて計算を行う。 

評価条件整理結果を以下に示す。なお，評価条件の整理に当たって使用する記号及び略語については，Ⅴ-3-2-1「強度計算方法の概要」に定義

したものを使用する。 

 

・評価条件整理表 

機器名 

既設 

or 

新設 

施設時の 

技術基準 

に対象と 

する施設 

の規定が 

あるか 

クラスアップするか 条件アップするか 

既工認に 

おける 

評価結果 

の有無 

施設時の 

適用規格 
評価区分 

同等性 

評価 

区分 

評価 

クラス 

クラス 

アップ 

の有無 

施設時 

機器 

クラス 

ＤＢ 

クラス 

ＳＡ 

クラス 

条件 

アップ 

の有無 

DB条件 SA条件 

圧力 

(MPa) 

温度 

(℃) 

圧力 

(MPa) 

温度 

(℃) 
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1. 重大事故等クラス２弁 
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1.1 設計仕様 
系統：          

機器の区分 重大事故等クラス２弁 

弁番号 種類 
呼び径 

（A） 

材料 

弁箱 弁ふた ボルト 
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1.2 強度計算書 

系統：                    

 

 
設計・ 

建設規格 

告示 

第５０１号 
 

設計・ 

建設規格 

告示 

第５０１号 

設計条件 ネック部の厚さ 

最高使用圧力Ｐ

（MPa） 
 ｄｎ   （mm）  

最高使用温度Ｔｍ

（℃） 
 ｄｎ／ｄｍ      

弁箱又は弁ふたの厚さ ℓ   （mm）   

 弁箱材料  ｔｍ１  （mm）   

 弁ふた材料  ｔｍ２  （mm）   

Ｐ１   （MPa）   ｔｍａ１   （mm）  

Ｐ２   （MPa）   ｔｍａ２   （mm）  

ｄｍ    （mm）   

評価：ｔｍａ１≧ｔｍ１ 

    ｔｍａ２≧ｔｍ２ 

よって十分である。   

ｔ１    （mm）   

ｔ２    （mm）   

ｔ    （mm）   

ｔａｂ   （mm）  

ｔａｆ   （mm）  

評価：ｔab≧ｔ 

    ｔaｆ≧ｔ 

よって十分である。   

 

弁番号  シート  
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系統：                   

 

フランジ及びフランジボルトの応力解析 告示第５０１号 

設計条件 モーメントの計算 

ＰＦＤ （MPa）  ＨＤ （N）  ×105 

Ｐｅｑ （MPa）  ｈＤ （mm）   

Ｔｍ （℃）   ＭＤ （N･mm）  ×107 

Ｍｅ （N･mm）  ×106 ＨＧ （N）  ×105 

Ｆｅ （N）  ｈＧ （mm）   

フランジの形式  ＭＧ （N･mm）  ×107 

フランジ ＨＴ （N）  ×105 

材料   ｈＴ （mm）   

σｆａ （MPa） 

常温（ガスケット締付時） 

（20℃） 

 
ＭＴ （N･mm）  ×107 

Ｍｏ （N･mm）  ×107 

σｆｂ （MPa） 

最高使用温度（使用状態） 
 

Ｍｇ （N･mm）  ×108 

フランジの厚さと係数 

Ａ （mm）  ｔ （mm）  

Ｂ （mm）  Ｋ  

Ｃ （mm）  ｈｏ （mm）  

ｇ０ （mm）  ｆ  

ｇ１ （mm）  Ｆ  

ｈ （mm）  Ｖ  

ボルト ｅ （mm-1）  

材料   ｄ （mm3）  

σａ （MPa） 

常温（ガスケット締付時） 

（20℃） 

 
Ｌ  

Ｔ  

σｂ （MPa） 

最高使用温度（使用状態） 
 

Ｕ  

Ｙ  

ｎ  Ｚ  

ｄｂ （mm）  応力の計算 

ガスケット σＨｏ （MPa）  

材料   σＲｏ （MPa）  

ガスケット厚さ （mm）  σＴｏ （MPa）  

Ｇ （mm）  σＨｇ （MPa）  

ｍ  σＲｇ （MPa）  

ｙ （N/mm2）  σＴｇ （MPa）  

ｂｏ （mm）   

  応力の評価：σＨｏ≦1.5・σｆｂ 

        σＲｏ≦1.5・σｆｂ 

        σＴｏ≦1.5・σｆｂ 

 

        σＨｇ≦1.5・σｆａ 

        σＲｇ≦1.5・σｆａ 

        σＴｇ≦1.5・σｆａ 

 

よって十分である。   

ｂ （mm）  

Ｎ （mm）  

Ｇｓ （mm）  

ボルトの計算 

Ｈ （N）  ×106 

Ｈｐ （N）  ×105 

Ｗｍ１ （N）  ×106 

Ｗｍ２ （N）  ×105 

Ａｍ１ （mm2）  ×103 

Ａｍ２ （mm2）  ×103 

Ａｍ （mm2）  ×103 

Ａｂ （mm2）  ×104 

Ｗｏ （N）  ×106 

Ｗｓ （N）  ×106 

  評価：Ａｍ＜Ａｂ 

よって十分である。   

弁番号  シート  
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1.3 設計・建設規格における材料の規定によらない場合の評価 

弁番号Ｆ001（使用材料規格：ＪＩＳ Ｇ ○○○○ △△△△）の評価結果 

（比較材料：ＪＩＳ Ｇ ○○○○ △△△△） 

弁番号Ｆ001に使用している△△△△は，材料の許容引張応力が設計・建設規格に記載され

ていないことから，材料の許容引張応力が設計・建設規格に記載されている材料と機械的強度

及び化学成分を比較し，同等であることを示す。 

 

(1) 機械的強度 

 引張強さ 降伏点又は耐力 比較結果 

使用材料 370 N/mm2以上 215 N/mm2以上 
引張強さ及び降伏点は同等である。 

比較材料 370 N/mm2以上 215 N/mm2以上 

(2) 化学的成分 

 
化学成分（％） 

C Si Mn P S Cu Ni Cr Mo V 

使用 

材料 

0.25 

以下 

0.35 

以下 

0.30 

～ 

0.90 

0.040 

以下 

0.040 

以下 
― ― ― ― ― 

比較 

材料 

0.25 

以下 

0.10 

～ 

0.35 

0.30 

～ 

0.90 

0.035 

以下 

0.035 

以下 
― ― ― ― ― 

比較 

結果 

Si，P，Sの成分規定に差異があるが，以下により，本設備の環境下での使用は問題ない

と考える。 

Si：一般的に機械的強度に影響を与える成分であるが，(1)の評価結果からも機械強

度は同等以上であること。 

P ：冷間脆性に影響を与える成分であるが，本設備において使用される材料は，薄肉

（16 mm未満）であるため，脆性破壊が発生しがたい寸法の材料であること，さ

らには，設計・建設規格クラス２の規定でも破壊脆性試験が要求されない範囲で

あること。 

S ：熱間脆性に影響を与える成分であるが，本設備において使用される材料は，薄肉

（16 mm未満）であるため，脆性破壊が発生しがたい寸法の材料であること，さ

らには，設計・建設規格クラス２の規定でも破壊脆性試験が要求されない範囲で

あること。 

(3) 評価結果 

(1)(2)の評価により，機械的強度，化学成分，いずれにおいても比較材料と同等である

ことを確認したため，本設備において，△△△△を重大事故等クラス２材料として使用す

ることに問題ないと考える。 

設計・建設規格における材料の規定によらない場合の評価結果例 

（材料記号を記載） 

（材料記号を記載） 


